
 

  

 

【管理職を対象にした、副業・複業に関する調査（2018 年・2021 年⽐較）】 
直近 3 年で「副業・複業」を認める企業は 15 ポイント増加 

認める理由「イノベーションや新事業の創出につながる」が、2018 年より増加 
 
【2021 年 10 ⽉ 28 ⽇ 東京】 

⼈財サービスのグローバルリーダーであるアデコグループの⽇本法⼈で、総合⼈事・⼈財サービスを展開するアデコ株式会社
（本社︓東京都千代⽥区、代表取締役社⻑︓川崎 健⼀郎）は、この度、上場企業に勤務する 30 代から 50 代の管
理職（部⻑職・課⻑職）510 名を対象に「副業・複業※１に関するアンケート調査」を実施しました。本調査は、2018 年に
も同条件の対象者に実施しており、経年による意識の変化についても⽐較分析しています。 
※１）本調査では、副業を「本業の合間に⾏うサブ的な仕事」、複業を「複数の仕事をすべて本業として⾏うこと（兼業）」と定義していま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【弊社の⾒解】 
今回の調査の結果について、アデコ株式会社取締役ピープルバリュー本部⻑の⼟屋恵⼦は、次のように話しています。
「今回の調査により、『副業・複業』という働き⽅に対して、管理職の意識に⼀定の変化があったことが分かりました。
2018 年に実施した際には、「副業」＝副収⼊を得るための仕事というイメージが強く、企業としても従業員の⻑時間労
働に対する懸念から許容する企業が 22.8％にとどまっていましたが、3 年の間に 37.2％に増加していることが分かりまし
た。また、注⽬すべきは許可の理由として、「社員のスキルアップになる」、外部⼈財参画による「イノベーションや新規事
業の創出につながる」といった項⽬が上位にあがってきたことです。これは⼤きな意識の変化といえるでしょう。 
しかし、全体を俯瞰してみると「副業・複業」を許可していない企業が半数以上あることや「副業・複業」を⾏っている⼈の
雇⽤に消極的な企業の姿勢がみられます。 

【調査結果サマリー】 
 勤務先での「副業・複業」の許可︓ 

約４割以上の企業で「副業・複業」が認められている。2018 年より 15 ポイントアップ 

⼀⽅で、半数以上がいまだに「副業・複業」認めず 

 企業で副業・複業が認められている理由︓ 

2021 年１位「本⼈のスキルアップにつながるから」、2 位に「イノベーションの促進」。 

⻑期的な視点でのメリットが上昇傾向に 

 現在、「副業・複業」を禁⽌している企業で将来的に認めることを検討している︓ 

2 割以下にとどまる 

 副業・複業を⾏っている⼈の雇⽤について︓ 

「受け⼊れている」3 割以下、半数以上が「受け⼊れる予定がない」 

 今後、「副業・複業」の⽇本での広がりについて︓ 

7 割以上の管理職が広がると予想 



 

  

 

副業・複業を通じて、⼀つの企業では得ることができないキャリアや経験を獲得することが可能となり、⼈⽣ 100 年時代
を⽣き抜く⾃律的なキャリアの構築にも役⽴ちます。企業は、柔軟な働き⽅や組織のあり⽅について⼀層理解を深める
ことが必要になっています。 
 

アデコ株式会社 取締役/ピープルバリュー本部⻑ ⼟屋恵⼦ 
ケース・ウェスタン・リザーブ⼤学経営⼤学院組織開発修⼠課程修了。2015 年より現職。ジョンソ
ン・エンド・ジョンソン、GE など、主にグローバルカンパニーで 20 年以上にわたり、統括⼈事・⼈材育成
部⾨の統括責任者として⽇本およびアジアの⼈材育成、組織開発の実務に携わる。 ⼀⼈ひとりの
個性や強みが⽣きる、多様で⾃律的なチーム・組織創りをテーマに、リーダーシップ開発、企業の社会
的使命の共有による全社横断の組織改⾰、バリューに基づく個⼈の意識や⾏動変⾰の⽀援、組織
診断・制度浸透などを⼿がける。 

 
 
＜調査結果詳細＞ 
勤務先での「副業・複業」の許可︓約４割以上の企業で「副業・複業」が認められている。2018 年より 15 ポイン
トアップ 
上場企業に勤務する 30 代から 50 代の管理職（部⻑職・課⻑職）510 名を対象に勤務先での「副業・複業が認められ
ているか」について聞いたところ、「認めており、推進している」（8.0%）、「認めている」（29.2%）で、合わせて 37.2％と約
4 割の企業で認められていることがわかりました。これは、2018 年の 22.8％よりも 14.4 ポイント⾼い数値で、企業の「副業・
複業」に対する許容度が 3 年間で⾼まったことがわかりました。その⼀⽅で、「禁⽌している」という回答が 51.8%あり、依然と
して半数以上では禁⽌されている現状がわかりました。 
また、「認めており、推進している」または「認めている」と回答した 190 名を対象に、認められた時期について質問したところ、
2020 年 1 ⽉以降が 53.2％となり、コロナ禍により働き⽅の多様性の⾼まりとともに「副業・複業」への許容度が⾼まったこと
が伺えます。 
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企業で副業・複業が認められている理由︓2021 年１位「本⼈のスキルアップにつながるから」、2018 年との⽐較
では⻑期的な視点でのメリットが上昇傾向に 
勤務先で⾃社の社員に対する副業・複業を「認めており、推進している」、「認めている」と回答した管理職 190 ⼈に対
し、「副業・複業が認められている理由」について質問したところ、2021 年では「本⼈のスキルアップにつながるから」が 
1 位になりました。続く 2 位には「イノベーションや新規事業の創出につながるから」があり、これは 2018 年では 6 位に位
置していたもので、もっとも順位の上昇が⼤きな項⽬でした。 
2018 年と⽐較すると 2021 年は、より⻑期的な視点によるメリットが上位にあがってきており、副業・複業に対する期待
感にも変化が表れてきたことがわかります。 
 
 
 
 
 

2021 年 

対
2018

年  2018 年 

順位  項⽬  %      順位    % 

1  本⼈のスキルアップにつながるから  50.0  ↑  2  32.8 

2  イノベーションや新事業の創出につながるから  34.2  ↑  6  26.7 

3  従業員の収⼊増につながるから  30.5  ↑  4  26.7 

4  特に禁⽌する理由がないから  28.9  ↓  1  41.4 

5  社外の⼈脈形成につながるから  27.9  ↓  3  32.8 

6  定着率の向上につながるから  22.1  ↑  8  21.6 

7  ⼈⼿不⾜の解消や多様な⼈材の活躍につながるから  21.1  ↓  5  26.7 

8  リーダーシップの醸成やリーダーシップを持つ⼈材の発掘につながるから  17.9  ↓  7  25.9 
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将来的に社員に副業・複業を認めることを検討している︓2 割以下にとどまる 
勤務先で、⾃社の社員に対する副業・複業を「禁⽌している」と回答した管理職 338 ⼈に対し、「勤務先では、⾃社の
社員に副業・複業を将来的に認めることを検討しているか」について質問したところ、「認める⽅向で検討中」が 2.7%、
「⼀定の懸念が解消されれば、認めることを検討する」が 14.4%で、ポジティブな検討をしていると回答した⼈は 17.1%
にとどまりました。 
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副業・複業を⾏っている⼈の受⼊れについて︓半数以上が受け⼊れる予定がない 
管理職 510 ⼈に対し、「勤務先で、他社や個⼈事業主としての仕事が本業の労働者を受け⼊れているか」という質問に対し
て、「すでに受け⼊れている」と回答した⼈は 24.2％でした。2018 年には同質問に対する回答は 22.6％で、企業が「副業・
複業」を⾏っている労働者に対する受⼊れ度にはあまり変化がなかったことがわかりました。 
今後、「副業・複業」がより推進されるためには、企業の許可だけではなく労働者を受け⼊れる企業の採⽤の柔軟性も必要に
なると考察されます。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後、「副業・複業」が⽇本で広がる︓7 割以上が広がると予想 
管理職 510 名に対し、「今後、⽇本では副業・複業が広がると思うか」を聞いたところ、「広がると思う」（29.4％）、「どちら
かというと広がると思う」（43.5％）で、7 割以上の⼈がより「副業・複業」という新たな労働スタイルが国内でも広がっていくこ
とを予想していることがわかりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他社や個⼈事業主としての仕事が本業の労働者を受け⼊れているか 
（n＝510、単⼀回答） 
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【調査概要】 
調査対象︓ 上場企業に勤務する 30 代から 50 代の管理職（部⻑職・課⻑職） 
サンプル︓  510 名 
調査⽅法︓ インターネット調査 
実施時期︓ 2021 年９⽉９⽇〜13 ⽇ 
※回答結果はパーセント表⽰を⾏っており、⼩数点以下第 2 位を四捨五⼊して算出しているため、各回答の合計が 100％にならない場
合があります。 
 
 
アデコグループジャパンについて 
アデコグループは、世界 60 の国と地域で事業を展開する⼈財サービスのグローバルリーダーとして、働くすべての⼈々のキャリア
形成を⽀援すると同時に、⼈財 派遣、⼈財紹介、アウトソーシング、コンサルティングをはじめ、企業の多岐にわたる業務を最
適化するソリューションを提供しています。⽇本においては、アデコ 株式会社および株式会社 VSN 等の法⼈のもと、6 つのブ
ランドからなるサービスを展開し、⼈財が躍動できる社会の実現を⽬指し、さらなるサービスの強化 に取り組んでいます。詳しい
情報は、www.adeccogroup.jp をご覧ください。 
 
【本件に関するお問い合わせ先】 
アデコグループジャパン 広報部 
Tel. 050-2000-7024 


